様式第1号（第3条関係）

　　年　　月　　日

(宛先)下関市長　　　　　　　　
認可申請者住所　　　　　　　　　

又は主たる事務所の所在地　　　　

氏名又は名称　　　　　　　　　　　　印　

終身建物賃貸借事業変更認可申請書

終身建物賃貸借事業について、高齢者の居住の安定確保に関する法律第５６条第1項の規定に基づき、下記のとおり事業変更の認可を申請します。

記

1. 事業認可年月日及び認可番号　　　　　年　　月　　日付け　　　　　第　　　　　号

2. 変更点及び変更理由

	変更前
	変更後
	変更理由

	
	
	


備考

１．認可申請者が法人である場合には、代表者の氏名も記載すること。

２．氏名の記載を自署で行う場合には、押印を省略することができる。

様式第2号（第3条関係）

　　年　　月　　日

(宛先)下関市長　　　　　　
届出者住所　　　　　　　　　

又は主たる事務所の所在地　　　　

氏名又は名称　　　　　　　　　　　　印　

終身建物賃貸借事業変更届出書

終身建物賃貸借事業について下記の通り軽微な変更を行うので届け出ます。

記

1. 事業認可年月日及び認可番号　　　　　年　　月　　日付け　　　第　　　　　号

2. 変更点及び変更理由

	変更前
	変更後
	変更理由

	
	
	


備考

１．認可申請者が法人である場合には、代表者の氏名も記載すること。

２．氏名の記載を自署で行う場合には、押印を省略することができる。

様式第3号（第4条関係）
　　年　　月　　日

(宛先)下関市長　　　　　　　　
申請者住所　　　　　　　　　

又は主たる事務所の所在地　　　　

氏名又は名称　　　　　　　　　　　　印　

解約申入れ承認申請書

終身建物賃貸借事業について、高齢者の居住の安定確保に関する法律第５８条第1項の規定により、終身建物賃貸借の解約の申入れをしたいので、下記のとおり承認を申請します。

記

1. 事業認可年月日及び認可番号　　　　　年　　月　　日付け　　　第　　　　　号

2. 解約申入れの対象となる住棟住戸番号

3. 解約申入れの理由

備考

１．認可申請者が法人である場合には、代表者の氏名も記載すること。

２．氏名の記載を自署で行う場合には、押印を省略することができる。

様式第4号（第5条関係）
年　　　月　　　日

　(宛先)下関市長　　　　　　
認可事業者住所

又は主たる事務所の所在地

申請者の氏名又は名称　　 　　　        　印

　　　　　　　　
終身建物賃貸借事業認可住宅基準適合確認報告書

終身建物賃貸借事業に係る認可住宅が完成し、高齢者の居住の安定確保に関する法律第５４条に規定する認可の基準に適合することを確認したので報告します。

１．事業認可年月日及び認可番号　　　　　年　　月　　日付け　　　第　　　　　号
２．認定に係る住宅の位置

　備考

１．認可申請者が法人である場合には、代表者の氏名も記載すること。

２．氏名の記載を自署で行う場合には、押印を省略することができる。

様式第5号（第6条関係）
　　年　　月　　日

(宛先)下関市長　　　　　　　　
届出者住所　　　　　　　　　

又は主たる事務所の所在地　　　　

氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　印　

認可事業者地位承継届出書

終身建物賃貸借事業について、下記のとおり認可事業者が有していた地位を承継したので、高齢者の居住の安定確保に関する法律第６７条第2項の規定により届け出ます。

記

1. 事業認可年月日及び認可番号　　　　　年　　月　　日付け　　　第　　　　　号

2. 地位の承継の事由

備考

１．認可申請者が法人である場合には、代表者の氏名も記載すること。

２．氏名の記載を自署で行う場合には、押印を省略することができる。

様式第6号（第6条関係）
　　年　　月　　日

（宛先）下関市長　
申請者住所　　　　　　　　　

又は主たる事務所の所在地　　　　

氏名又は名称　　　　　　　　　　　　印　

認可事業者地位承継承認申請書

終身建物賃貸借事業について、下記のとおり認定事業者が有していた地位を承継したいので、高齢者の居住の安定確保に関する法律第６７条第3項の規定により承認を申請します。

記

1. 事業認可年月日及び認可番号　　　　　年　　月　　日付け　　　第　　　　　号

2. 地位の承継の事由

備考

１．認可申請者が法人である場合には、代表者の氏名も記載すること。

２．氏名の記載を自署で行う場合には、押印を省略することができる。

様式第7号（第7条関係）
　　年　　月　　日

（宛先）下関市長　　　　　　　　
届出者住所　　　　　　　　　

又は主たる事務所の所在地　　　　

氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　印　

終身建物賃貸借事業廃止届出書

終身建物賃貸借事業について、下記のとおり事業を廃止したいので、高齢者の居住の安定確保に関する法律第７０条第1項の規定により届け出ます。
記

1. 事業認可年月日及び認可番号　　　　　年　　月　　日付け　　　第　　　　　号

2. 事業廃止の理由

備考

１．認可申請者が法人である場合には、代表者の氏名も記載すること。

２．氏名の記載を自署で行う場合には、押印を省略することができる。
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